
自治事務 法定受託事務

■職員□一部委託 □全部委託 □指定管理 □市民ボランティア □NPO等 □その他( )
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※令和６年度は決算見込み額です。

※　人件費相当額試算は、従事職員数に平均人件費を用いて試算したものです。

担当課

令和4年度

国・県・市教育研究事業［南中学校］

946,284

59,254

前年度決算額（円）

一般会計

令和07年06月12日(木)

令和9年度

深谷市立教育研究所条例、深谷市立教育研究所条例施行
規則

■ □

71,081,817 73,217,000

学校教育課 担当係 教育指導担当 管理番号 72261教育研究所管理運営事業

次代を担う人と文化を育むまち

「生きる力」を育む学校教育の推進

令和7年度

教育費

52,622,729

研修会開催　来所・電話
相談非行・不登校児童生
徒教育相談専門員・学校
福祉相談員配置

0

教育費 教育研究所費

77,824,745

4,519,745

0.53

57,739,285

0

57,817,853

令和5年度 令和6年度

75,530,787

4,357,788

大項目

小項目

2

　教育に関する専門的及び技術的事項の調査研究及び研修を行うとともに、学校福祉相談員や研究所専門員等による
教育相談や巡回相談など、主に不登校や発達課題のある児童生徒やその保護者及び学校への支援に努め、それぞれの
課題に対応していくものである。

県支出金 379,000 0 0 0

教育費

教育研究所費

財
源
内
訳 他特定財源

一般財源

予算（現額）

0

国・県・市教育研究事業［深谷小学校］

教育総務費

教育費 教育総務費

　幼児・児童生徒・保護者・教職員

中項目 1 共に学び成長が実感できるまちづくり

0

事務事業

1

事業概要

２．事業費（投入コスト）

総
合
計
画

主要プロジェクト

123,793 78,568 91,182 88,000

55,693,000

0 0

69,412,382

一般会計

事務事業評価表
１．基本事項

0.68 0.53

根拠法令
個別計画等

事業区分

目的
※何のために

教育研究所管理運営事業

教育研究所費 国・県・市教育研究事業［学校教育課］

　教職員の資質能力の向上。幼児・児童生徒・保護者・学校への適切な支援。

対象
※誰・何を対象に

区分 款

手段
※どのように

　研究所協力員による研修会の実施。面接相談・電話相談。

成果
※何を求めるか

　教師の指導力向上　　保護者の子どもへの関わり方の向上

単位：円

総事業費試算

人件費相当試算※

従事職員数（人）人件
費

57,580,550 63,264,766

4,957,821 5,446,913

0.63

0

52,119,936

0

作成日

細事業名

国・県・市教育研究事業［岡部小学校］

事
業
費 地方債

年度別計画

60,489,000 76,350,000

0

決算額

国支出金

71,172,999

令和8年度

教育総務費

事務事業を
構成する
予算事業

本事業の
主な業務

教育研究所専門員の配置

主任学校福祉相談員の配置

学校福祉相談員の配置

発達支援アドバイザーの配置

各種研修会の開催

教育相談窓口の設置

0

教育支援センター（いきいきスクール、いきいきナイトスクール、フリースペース「えがお」）の開設

教育研究所施設の維持管理

国・県からの研究委嘱

安部・木村教育学術研究論文の募集

市研究委嘱校の指定

研究発表の実施

教育研究所費

区分

執行体制

教育総務費

教育費 教育総務費

一般会計

項 目

一般会計

一般会計

教育研究所費

0

研修会開催　来所・電話
相談非行・不登校児童生
徒教育相談専門員・学校
福祉相談員配置

研修会開催　来所・電話
相談非行・不登校児童生
徒教育相談専門員・学校
福祉相談員等の配置

研修会開催　来所・電話
相談非行・不登校児童生
徒教育相談専門員・学校
福祉相談員等の配置

73,305,000



100.00 100.00

目標値を設定しない　/　表彰実数

件

2.00

目標値は設定しない　/　開催実数

2.00

100.00 100.00 100.00

100.00 100.00 100.00
％

17.00

令和
7年度

令和
8年度

2.00

2.00

100.00

１００％を目標値と設定する　/　支援等対応件数／相談受付件数

３２６／３２６ ２７０／２７０ ３８９／３８９

目標値は設定しない　/　相談記録（来所、電話相談延べ人数）

2,304.00

2.00 2.00 2.00

４．観点別評価

目標値

実績値

目標値

実績値の算出式

2.00

令和
9年度

令和
4年度

令和
5年度

令和
6年度

評価者 主幹兼所長補佐兼指導主事兼学校教育課長補佐兼指導主事　 五十嵐　誠

区分 評価の観点 評価 評価理由

効率性

・意図した成果が上がっている
か。
・指標未達成の場合は、その原因
を分析できているか。

・ICTの活用や業務改善が充分か。
  ※検証必須
・コスト面など効率的に執行できてい
るか。
・民間委託や他事業との統合・連携が
可能か。

相談記録等をデータで共有することで、効率よく事務事業を執行すること
ができた。職員の共通理解をさらに図っていくためにも、高める余地があ
る。

A

B

発達支援アドバイザーについては、要請があった全てに派遣し、指導方法
や支援の仕方について具体的に協議を重ねることができた。また、教育相
談の対応も一件一件丁寧に行い、教育相談件数が増えており、相談しやす
い環境になっている。

成果

（２）事業効率性評価
事業効率性評価は、執行体制や手段など効率的に事務事業を執行しているかを評価します。
（評価基準）（A:効率的である　B:高める余地あり　C:効率的でない）

評価者 主幹兼所長補佐兼指導主事兼学校教育課長補佐兼指導主事　 五十嵐　誠

2.00

件

実績値

目標値

実績値

目標値

実績値の算出式

目標値の算定根拠/実績値の出所

33.00 33.00 34.00

53.00
件

活動指標４

14.00 14.00

実績値の算出式

実績値

目標値

目標値は設定しない　/　相談記録

活動指標２

活動指標３

単
位

人

３．評価指標

目標値の算定根拠/実績値の出所

活動指標１
実績値

資格取得者数２人を目標値とする　/　配置実数

区分

発達支援アドバイザー配置数

評価評価の観点区分

80.0054.00

2,216.00 1,931.00
人

成果指標２

目標値

実績値

実績値の算出式

目標値の算定根拠/実績値の出所

指標名

教職員各種研修会開催件数

家庭及び学校からの教育相談
者数

目標値

実績値

発達支援アドバイザー訪問件
数

安部・木村教育学術研究論文
表彰件数

目標値の算定根拠/実績値の出所

実績値の算出式

家庭及び学校からの新規教育
相談のうち、支援方法等対応
ができている割合

目標値の算定根拠/実績値の出所

実績値の算出式

目標値の算定根拠/実績値の出所

実績値の算出式

成果指標１

観点別評価は、指標達成の有無の他、その達成率も勘案して総合的に評価します。
目標値の設定がないものについても、進捗状況等を踏まえA～Cの三段階にて評価します。

・活動実績は、見込みに沿い、か
つ投入資源に見合っているか。

（１）事業達成度評価
事業達成度評価は、意図した活動により事業目的に適う成果がでているかを評価します。
（評価基準）（A:達成している　B:おおむね達成している　C:達成していない）

A活動

評価理由・指標数値の推移
発達支援アドバイザーにおいては、目標どおり配置し各校の特別支援学級
や通常学級における特別な支援を必要とする児童生徒について発達支援ア
ドバイザー訪問をとおして、担当教員に助言したり、情報を共有したりす
ることができた。また、新規教育相談については、教育相談ミーティング
で割り振りを行い、１００％対応することができた。

目標値の算定根拠/実績値の出所


